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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期（当期）

純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算にお

いて控除する自己株式に含めております。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間においては、第１四半期報告書「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項(企業

結合等関係)」に記載いたしましたJAC Recruitment Asia Ltd(本社：シンガポール、以下「JRA」といいます。)の全株

式取得と子会社化に伴い、同社がアジア各国を中心に展開する人材紹介事業等が、新たに当社グループ（当社及び連結

子会社）の事業として加わっております。なお、第１四半期会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。

詳細は「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項(セグメント情報等)」に記載のとおりであります。

回次
第31期

第２四半期
連結累計期間

第32期
第２四半期
連結累計期間

第31期

会計期間
自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日

自 平成30年１月１日
至 平成30年６月30日

自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日

売上高 (百万円) 7,778 11,043 16,044

経常利益 (百万円) 2,646 2,677 5,322

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 1,876 1,885 3,685

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,876 1,931 3,685

純資産額 (百万円) 10,062 11,925 11,889

総資産額 (百万円) 12,717 15,592 15,143

１株当たり四半期(当期)純利益
金額

(円) 46.41 46.45 91.09

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 46.37 46.39 91.01

自己資本比率 (％) 78.9 76.1 78.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,542 1,946 3,946

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △213 △2,482 △3,556

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,237 △2,061 △1,238

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 10,210 6,642 9,269

回次
第31期

第２四半期
連結会計期間

第32期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 22.22 24.16
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間においては、第１四半期報告書「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事

項(企業結合等関係)」に記載いたしましたJRAの全株式取得と子会社化に伴い、同社がアジア各国を中心に展開す

る人材紹介事業等に関して、事業等のリスクが新たに発生しております。JRAは有料職業紹介事業を主として、ア

ジア諸国を中心に10ヶ国・地域に展開しておりますが、今後、各国・地域の政治・経済情勢、及び法規制、外資規

制、税制の変化等様々な要因により、計画した事業運営ができず、当社グループの業績に大きな影響を与える可能

性があります。また、今後、当社グループの収益は、主として外国為替相場における日本円とシンガポールドルの

価格変動によって影響を受けます。当社グループの連結財務諸表は日本円で表示されるため、換算リスクという形

で為替変動の影響を受けることになります。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

本項における将来に関する事項は、四半期報告書提出日現在において判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間のわが国経済において、企業の求人意欲は依然高く、５月の有効求人倍率は1.60倍と

いう44年ぶりの高水準となりました。

こうした環境の下、当社グループの中核事業である国内人材紹介事業は、中高額帯と専門職をターゲットとした

取り組みの継続により、売上高、利益とも期初の予想に沿った進捗となりました。

当年度の同事業は、「Grow and Expand in a fast changing world(テクノロジー革新の中での成長と拡大)」を

テーマとして、引き続きコンサルタント個人の「成長」と組織の「拡大」をしっかり意識した経営を推し進めてお

ります。特に当第２四半期連結累計期間においては、今後の組織拡大を視野に、利益額を前年同期並みの水準に抑

えて大型の投資を実施し、社員採用、登録者の確保、新基幹情報システムの開発等の各方面において、コンサルタ

ント1,000人体制に向けた抜本的な事業基盤の整備を推進してまいりました。

その結果、コンサルタントの増員につきましては、期初計画を上回る展開となり、今後の事業拡大に着実な手応

えを得ることができました。当年度の後半に向けては、増加した新人コンサルタントの早期戦力化に重点を置いた

教育・研修を充実させ、同事業全体の生産性向上に努めてまいります。また、登録者の確保に関しましても、自社

ウェブサイトを用いて独自に募った登録数を、前年同期比で５割以上増加させることができました。

３月に全株式を取得したJRAを中心とする海外事業につきましては、当社代表取締役副社長兼管理本部長を新たに

海外事業本部長として、利益率の向上を最優先に事業の再構築に取り組んでおります。一方で、当社グループの大

きな特徴である外資系企業、日系企業のグローバル分野へのサポートを国内外で同時に展開できる新体制の優位性

を最大限に活用することで、さらなる事業拡大を目指してまいります。

株式会社シー・シー・コンサルティングが展開している国内求人広告事業につきましては、７月に専任の代表取

締役社長を選定して営業体制の安定強化を図っており、事業の再成長に向けた取り組みを始めております。

一方で、経費につきましては予算内で推移しており、当年度におきましても安定した財務基盤を形成して、さら

なる株主還元を可能とする態勢を整えてまいります。

この結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は11,043百万円(前年同期比42.0％増)となりました。セグ

メント別売上高は、国内人材紹介事業が8,797百万円(同15.5％増)、国内求人広告事業が152百万円(同6.5％減)、海

外事業が2,093百万円となっております。

利益面では、営業利益は2,655百万円(前年同期比0.4％増)、経常利益は2,677百万円(同1.2％増)、親会社株主に

帰属する四半期純利益は1,885百万円(同0.5％増)となりました。セグメント別損益は、国内人材紹介事業が2,580百

万円(同2.9％減)、国内求人広告事業が△16百万円(前年同期は△9百万円)、海外事業が114百万円となっておりま

す。
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なお、第１四半期連結会計期間におけるJRAの連結子会社化に伴い、セグメント区分を見直し、報告セグメントを

従来の「東京本社」、「北関東支店」、「横浜支店」、「名古屋支店」、「静岡支店」、「大阪支店」、「京都支

店」、「神戸支店」、「中国支店」、「JAC International」、「シー・シー・コンサルティング」の11区分から、

「国内人材紹介事業」、「国内求人広告事業」、「海外事業」の３区分へ変更しております。このため、JRAを含む

「海外事業」の前年同期比については記載しておりません。

当第２四半期連結累計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、以下のとおりであります。

(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２. 上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３. 第１四半期連結会計期間におけるJRAの連結子会社化に伴い、セグメント区分を見直し、報告セグメントを

従来の「東京本社」、「北関東支店」、「横浜支店」、「名古屋支店」、「静岡支店」、「大阪支店」、

「京都支店」、「神戸支店」、「中国支店」、「JAC International」、「シー・シー・コンサルティン

グ」の11区分から、「国内人材紹介事業」、「国内求人広告事業」、「海外事業」の３区分へ変更しており

ます。このため、JRAを含む「海外事業」の前年同期比については記載しておりません。

なお、事業別・業界部門別に示すと、以下のとおりであります。

(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２. 上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３. 第１四半期連結会計期間におけるJRAの連結子会社化に伴い、セグメント区分を見直し、報告セグメントを

従来の「東京本社」、「北関東支店」、「横浜支店」、「名古屋支店」、「静岡支店」、「大阪支店」、

「京都支店」、「神戸支店」、「中国支店」、「JAC International」、「シー・シー・コンサルティン

グ」の11区分から、「国内人材紹介事業」、「国内求人広告事業」、「海外事業」の３区分へ変更しており

ます。このため、JRAを含む「海外事業」の前年同期比については記載しておりません。

セグメントの名称 売上高（百万円） 前年同期比（％）

国内人材紹介事業 8,797 115.5

国内求人広告事業 152 93.5

海外事業 2,093 ―

合 計 11,043 142.0

事業・業界部門 売上高（百万円） 前年同期比（％）

１．国内人材紹介事業

電気・機械・化学業界 3,477 120.7

消費財・サービス業界 2,155 107.8

メディカル・医療業界 1,353 108.9

ＩＴ・通信業界 986 110.2

金融業界 804 135.0

その他 20 1,351.6

国内人材紹介事業 計 8,797 115.5

２．国内求人広告事業

国内求人広告事業 計 152 93.5

３．海外事業

海外事業 計 2,093 ―

合 計 11,043 142.0
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(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度

末に比べ2,627百万円減少の6,642百万円となりました。当第２四半期連結累計期間に係る各活動におけるキャッシ

ュ・フローの状況は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、1,946百万円の収入（前年同期は

1,542百万円の収入）となりました。主な要因といたしましては、税金等調整前四半期純利益の2,677百万円、法人

税等の支払額829百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、2,482百万円の支出（前年同期は213

百万円の支出）となりました。主な要因といたしましては、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出

2,291百万円、無形固定資産の取得による支出126百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、2,061百万円の支出（前年同期は

1,237百万円の支出）となりました。主な要因といたしましては、配当金の支払額2,060百万円によるものでありま

す。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

(5) 従業員数

第１四半期連結会計期間におけるJRAの連結子会社化に伴い、当社グループの従業員数は前連結会計年度末より

517名増加の1,328名となりました。セグメント別の従業員数は次のとおりであります。

(注)  第１四半期連結会計期間におけるJRAの連結子会社化に伴い、セグメント区分を見直し、従来の「東京本

社」、「北関東支店」、「横浜支店」、「名古屋支店」、「静岡支店」、「大阪支店」、「京都支店」、「神戸

支店」、「中国支店」、「JAC International」、「シー・シー・コンサルティング」の11区分から、「国内人

材紹介事業」、「国内求人広告事業」、「海外事業」の３区分へ変更しております。このため、JRAを含む「海

外事業」の増減数については記載しておりません。

(6) 生産、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、国内人材紹介事業の販売実績(売上高)が前年同期比15.5％増加しておりま

す。これは主にコンサルタント数の増加によるものであります。

なお、当社グループは主に人材紹介事業及び求人広告事業を行っているため、生産及び受注に関しては該当事項

がありません。

セグメントの名称 従業員数(名) 増減数（名）

国内人材紹介事業
831 50
(97) (10)

国内求人広告事業
26 △4
(4) (―)

海外事業
471 ―

(546) (―)

合計
1,328 517
(647) (556)

2124/E05625/ジェイエイシーリクルートメント/2018年
－5－



(7) 主要な設備

(注) １. 一部完了予定年月は平成31年2月、最終完了予定年月は平成31年9月となりました。

２. 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(8) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当第２四半期連結累計期間においては、第１四半期報告書「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項

(企業結合等関係)」に記載いたしましたJRAの全株式取得と子会社化に伴い、同社がアジア各国を中心に展開する人

材紹介事業等が、新たに当社グループ（当社及び連結子会社）の事業として加わっております。これに伴い、当社

は、その豊富な海外での新規展開ノウハウと既存の黒字基盤をそのまま取り込むことが可能となり、これまで当社

が懸念していたリスクを低減する形で、さらに大きな海外事業展開を目指せるものと判断しております。

(9) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

①  流動性と資金の源泉

当社グループの所要資金は大きく分けると、経常運転資金と設備投資資金となっております。これらについ

ては、自己資金による調達を基本としております。

②  資産、負債及び純資産

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、現金及び預金2,611百万円減少、のれん2,118百万円増加、

売掛金527百万円増加等により、前連結会計年度末に比べて448百万円増加の15,592百万円となりました。

負債につきましては、未払費用453百万円増加、未払金73百万円減少、未払消費税等66百万円減少等により、

前連結会計年度末に比べて411百万円増加の3,666百万円となりました。

純資産につきましては、親会社株主に帰属する四半期純利益1,885百万円、剰余金の配当2,064百万円、自己

株式の減少152百万円等により、前連結会計年度末に比べ36百万円増加の11,925万円となり、自己資本比率は

76.1％となりました。

会社名
事業所名
(所在地)

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出会社
東京本社
(東京都千代
田区)

人材紹介等
新システム

507 361 自己資金
平成24年
９月

平成31年
９月

経営資源
管理の効
率化
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

② 【発行済株式】

(注)  普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 144,000,000

計 144,000,000

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
（平成30年６月30日）

提出日現在
発行数(株)

（平成30年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 41,292,000 41,292,000
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
100株

計 41,292,000 41,292,000 ― ―

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成30年６月30日 ― 41,292,000 ― 619 ― 594
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(6) 【大株主の状況】

平成30年６月30日現在

(注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務にかかる株式数は、次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,828,000株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,291,700株

２．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ＥＳＯＰ信託口）は、従業員インセンティブ・プラン

「株式付与ＥＳＯＰ信託」導入に伴い設定された信託であります。なお、当該株式は、四半期連結財務諸表

において自己株式として表示しております。

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

田崎 忠良 東京都渋谷区 8,505,100 20.60

田崎 ひろみ 東京都渋谷区 7,179,600 17.39

公益財団法人Ｔａｚａｋｉ財団
東京都千代田区神田神保町１丁目105
神保町三井ビルディング14階

5,000,000 12.11

金親 晋午 東京都港区 4,238,700 10.27

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,916,200 7.06

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－11 1,295,100 3.14

株式会社かんぽ生命保険
（常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社）

東京都千代田区霞が関１丁目３－２
（東京都中央区晴海１丁目８－12）

1,155,800 2.80

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社(株式付与ＥＳＯＰ信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 628,100 1.52

服部 啓男 神奈川県川崎市幸区 335,100 0.81

特定有価証券信託受託者
株式会社ＳＭＢＣ信託銀行

東京都港区西新橋１丁目３番１号 300,000 0.73

計 ― 31,553,700 76.42
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成30年６月30日現在

(注) １．権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式628,100株

（議決権の数6,281個）を含めております。

３．「単元未満株式」の株式数の欄には、当社所有の自己株式19株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成30年６月30日現在

(注) 株式付与ＥＳＯＰ信託の信託財産として保有する当社株式は、上記の自己保有株式には含めておりません。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 500

完全議決権株式(その他) 普通株式 41,274,600 412,746 (注)１、２

単元未満株式 普通株式 16,900 ― (注)３

発行済株式総数 41,292,000 ― ―

総株主の議決権 ― 412,746 ―

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社 ジェイ エイ シ
ー リクルートメント

東京都千代田区神田神保町
一丁目105番地神保町三井
ビルディング14階

500 ― 500 0.00

計 ― 500 ― 500 0.00
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成30年４月１日から平成

30年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成30年１月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,269 6,658

売掛金 926 1,453

電子記録債権 ― 19

貯蔵品 1 3

前払費用 134 224

繰延税金資産 462 480

その他 25 87

貸倒引当金 △2 △9

流動資産合計 10,816 8,918

固定資産

有形固定資産

建物 290 345

減価償却累計額 △143 △192

建物（純額） 146 153

機械及び装置 9 27

減価償却累計額 △3 △6

機械及び装置（純額） 5 20

車両運搬具 ― 5

減価償却累計額 ― △4

車両運搬具（純額） ― 0

工具、器具及び備品 208 426

減価償却累計額 △153 △349

工具、器具及び備品（純額） 54 76

リース資産 6 6

減価償却累計額 △2 △3

リース資産（純額） 3 2

建設仮勘定 19 ―

有形固定資産合計 229 253

無形固定資産

のれん 23 2,141

商標権 0 0

ソフトウエア 55 81

ソフトウエア仮勘定 304 408

無形固定資産合計 384 2,631

投資その他の資産

投資有価証券 2,905 2,904

出資金 0 0

敷金及び保証金 725 786

破産更生債権等 3 3

繰延税金資産 83 97

長期未収入金 11 11

貸倒引当金 △15 △15

投資その他の資産合計 3,713 3,789

固定資産合計 4,326 6,673

資産合計 15,143 15,592
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

負債の部

流動負債

リース債務 1 1

未払金 393 319

未払費用 1,245 1,699

未払法人税等 875 918

未払消費税等 358 292

預り金 132 191

前受収益 55 92

役員賞与引当金 ― 5

株式給付引当金 153 94

解約調整引当金 35 49

流動負債合計 3,252 3,664

固定負債

リース債務 2 1

固定負債合計 2 1

負債合計 3,254 3,666

純資産の部

株主資本

資本金 619 619

資本剰余金 1,569 1,569

利益剰余金 10,358 10,178

自己株式 △702 △549

株主資本合計 11,845 11,818

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 ― 46

その他の包括利益累計額合計 ― 46

新株予約権 43 61

純資産合計 11,889 11,925

負債純資産合計 15,143 15,592
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年１月１日
至 平成30年６月30日)

売上高 ※  7,778 ※  11,043

売上原価 373 1,101

売上総利益 7,404 9,941

販売費及び一般管理費

役員報酬 179 281

給料及び手当 2,700 3,998

法定福利費 390 534

株式報酬費用 17 17

退職給付費用 69 88

賞与引当金繰入額 20 ―

役員賞与引当金繰入額 2 5

株式給付引当金繰入額 77 93

貸倒引当金繰入額 7 0

地代家賃 347 469

減価償却費 38 74

のれん償却額 7 94

広告宣伝費 295 550

その他 607 1,077

販売費及び一般管理費合計 4,760 7,286

営業利益 2,644 2,655

営業外収益

受取利息 0 9

為替差益 0 6

設備賃貸料 1 1

その他 0 5

営業外収益合計 2 23

営業外費用

支払利息 0 0

貸倒損失 ― 0

その他 0 0

営業外費用合計 0 0

経常利益 2,646 2,677

特別損失

固定資産除却損 0 0

特別損失合計 0 0

税金等調整前四半期純利益 2,646 2,677

法人税、住民税及び事業税 739 811

法人税等調整額 30 △19

法人税等合計 770 792

四半期純利益 1,876 1,885

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,876 1,885
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年１月１日
至 平成30年６月30日)

四半期純利益 1,876 1,885

その他の包括利益

為替換算調整勘定 ― 46

その他の包括利益合計 ― 46

四半期包括利益 1,876 1,931

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,876 1,931

非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年１月１日
至 平成30年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,646 2,677

減価償却費 38 74

のれん償却額 7 94

貸倒引当金の増減額（△は減少） 7 2

賞与引当金の増減額（△は減少） 20 ―

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 2 5

株式給付引当金の増減額（△は減少） 78 93

解約調整引当金の増減額（△は減少） △4 14

受取利息及び受取配当金 △0 △9

支払利息 0 0

為替差損益（△は益） 0 29

固定資産除却損 0 0

売上債権の増減額（△は増加） △135 △239

たな卸資産の増減額（△は増加） △0 △1

未払金の増減額（△は減少） △87 △54

未払費用の増減額（△は減少） △20 123

未払消費税等の増減額（△は減少） △133 △66

その他 46 23

小計 2,466 2,768

利息及び配当金の受取額 0 7

利息の支払額 △0 △0

法人税等の支払額 △924 △829

法人税等の還付額 ― 0

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,542 1,946

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 ― △16

定期預金の払戻による収入 ― 16

有形固定資産の取得による支出 △28 △55

無形固定資産の取得による支出 △124 △126

短期貸付けによる支出 ― △7

短期貸付金の回収による収入 ― 8

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

― △2,291

長期前払費用の取得による支出 △0 ―

敷金及び保証金の差入による支出 △58 △27

その他投資の取得による支出 ― △5

その他投資の回収による収入 ― 22

投資活動によるキャッシュ・フロー △213 △2,482

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △1,236 △2,060

リース債務の返済による支出 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,237 △2,061

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △30

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 92 △2,627

現金及び現金同等物の期首残高 10,118 9,269

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  10,210 ※  6,642
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

平成30年３月27日付でJRAの株式を取得し子会社化したことに伴い、第１四半期連結会計期間より、同社及び同

社の子会社18社を新たに連結の範囲に含めております。

なお、平成30年１月１日をみなし取得日としているため、同社及び同社子会社の平成30年１月１日以降の四半

期損益計算書を連結しております。

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

（税金費用の計算）

一部の連結子会社における四半期連結財務諸表の税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結

会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当

該見積実効税率を乗じて計算しております。

(追加情報)

(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引)

当社は、従業員への福利厚生制度の拡充と当社の中長期的な企業価値を高めることを目的として、従業員イン

センティブ・プラン「株式付与ＥＳＯＰ信託制度」を、平成27年８月に導入いたしました。

(1) 取引の概要

当社は、あらかじめ定めた株式交付規定に基づき、一定の要件を充足する従業員にポイントを付与し、当該

付与ポイントに相当する当社株式を交付します。従業員に交付する株式については、当社があらかじめ信託設

定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。

(2) 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己

株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額および株式数は、前連結会計年度においては、702百万

円、802,324株であり、当第２四半期連結会計期間においては、549百万円、628,100株であります。

(四半期連結貸借対照表関係)

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため株式会社三菱ＵＦＪ銀行と当座貸越契約を締結しております。

(四半期連結損益計算書関係)

※  売上高には次の金額が含まれております。

前連結会計年度
(平成29年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

当座貸越極度額総額 300百万円 300百万円

借入実行残高 ―百万円 ―百万円

差引額 300百万円 300百万円

前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年１月１日
至 平成30年６月30日)

解約調整引当金戻入額 17百万円 10百万円

解約調整引当金繰入額 32百万円 49百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成29年１月１日 至 平成29年６月30日)

１．配当金支払額

(注) 配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金28百万円が含まれております。

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

当第２四半期連結累計期間(自 平成30年１月１日 至 平成30年６月30日)

１．配当金支払額

(注) 配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金40百万円が含まれております。

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年１月１日
至 平成30年６月30日)

現金及び預金 10,210百万円 6,658百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

―百万円 △16百万円

現金及び現金同等物 10,210百万円 6,642百万円

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月22日
定時株主総会

普通株式 1,238 30 平成28年12月31日 平成29年３月23日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年３月23日
定時株主総会

普通株式 2,064 50 平成29年12月31日 平成30年３月26日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間(自 平成29年１月１日 至 平成29年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

(注) １．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の税金等調整前四半期純利益と一致しております。

２．国内求人広告事業の報告セグメントには、のれん償却額7百万円が含まれております。

当第２四半期連結累計期間(自 平成30年１月１日 至 平成30年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

(注) １．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の税金等調整前四半期純利益と一致しております。

２．国内求人広告事業の報告セグメントにはのれん償却額1百万円が、海外事業の報告セグメントにはのれん償

却額92百万円が、含まれております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結会計期間におけるJRAの連結子会社化に伴い、セグメント区分を見直し、報告セグメントを

従来の「東京本社」、「北関東支店」、「横浜支店」、「名古屋支店」、「静岡支店」、「大阪支店」、「京

都支店」、「神戸支店」、「中国支店」、「JAC International」、「シー・シー・コンサルティング」の11

区分から、「国内人材紹介事業」、「国内求人広告事業」、「海外事業」の３区分へ変更しております。

なお、 前第２四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法等により作成したもの

を記載しております。

報告セグメント

報告セグ
メント計

調整額 合計
国内人材
紹介事業

国内求人
広告事業

海外事業

売上高

外部顧客への売上高 7,615 163 ― 7,778 ― 7,778

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 7 ― 7 △7 ―

計 7,615 170 ― 7,785 △7 7,778

セグメント利益又は
損失(△)

2,656 △9 ― 2,646 ― 2,646

報告セグメント

報告セグ
メント計

調整額 合計
国内人材
紹介事業

国内求人
広告事業

海外事業

売上高

外部顧客への売上高 8,797 152 2,093 11,043 ― 11,043

セグメント間の内部
売上高又は振替高

9 7 1 19 △19 ―

計 8,807 160 2,095 11,063 △19 11,043

セグメント利益又は
損失(△)

2,580 △16 114 2,677 ― 2,677
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

(注)  株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益金額

及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式

に含めております。

１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株

式の期中平均株式数は、前第２四半期連結累計期間867,350株、当第２四半期連結累計期間707,629株でありま

す。

２ 【その他】

該当事項はありません。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年１月１日
至 平成30年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 46円41銭 46円45銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 1,876 1,885

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

1,876 1,885

普通株式の期中平均株式数(株) 40,424,210 40,583,852

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 46円37銭 46円39銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(株) 32,224 50,153

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの
概要

― ―
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成30年８月10日

株式会社 ジェイ エイ シー リクルートメント

取締役会 御中

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社 ジェ

イ エイ シー リクルートメントの平成30年１月１日から平成30年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期

間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年１月１日から平成30年６月

30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利

益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社 ジェイ エイ シー リクルートメント及び連結子会社の

平成30年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 白田 英生 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 草野 耕司 印

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

2124/E05625/ジェイエイシーリクルートメント/2018年
－21－


	表紙～目次
	企業の概況
	事業の状況
	提出会社の状況
	経理の状況（概要）
	連結財務諸表
	保証会社情報
	レビュー報告書（連結）



